
第38期決算公告
貸   借   対   照   表

2019年3⽉31⽇現在 東京都江東区豊洲３－２－３
農中情報システム株式会社

代表取締役社⻑　 雪元　章司

⾦     額 ⾦     額

1,920,098,524      2,247,962,118      

3,414,576,698      8,996,400 

782,554,769         182,821,616         

530,422 76,473,924          

14,349,648 91,878,000          

8,481,840 13,650,100          

735,967,038         

6,140,591,901 3,357,749,196 

967,454,980         

967,454,980 

2,176,673 

3,732,587 4,325,204,176 

　 269,263 

6,178,523 

100,000,000         

66,200,849 

66,200,849 145,414,757         

145,414,757 

200,000 

1,000,000 

66,768 

6,567,860 200,000,000         

11,183,000 1,525,000,000      

627,664,489         573,685,457         

9,651,000 2,298,685,457 

656,333,117 2,298,685,457 

728,712,489 2,544,100,214 

2,544,100,214 

6,869,304,390 6,869,304,390 

現 ⾦ ・ 預 ⾦ 営 業 未 払 ⾦

（単位︓円）

科 ⽬  科 ⽬  

流 動 資 産 流 動 負 債

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

営 業 未 収 ⾦ 未 払 ⾦

仕 掛 製 作 費 ⽤ 未 払 費 ⽤

貯 蔵 品 仮 受 ⾦

流 動 負 債 合 計

前 払 費 ⽤ 未 払 消 費 税 等

仮 払 ⾦ 未 払 法 ⼈ 税 等

賞 与 引 当 ⾦

流 動 資 産 合 計

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 ⾦

業 務 ⽤ 機 器

什 器 ・ 備 品

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

有 形 固 定 資 産

⼟　地　・　建　物

固 定 資 産

（ 純 資 産 の 部 ）

　株　主　資　本

資 本 剰 余 ⾦

無 形 固 定 資 産 資 本 ⾦

有 形 固 定 資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

そ の 他 資 本 剰 余 ⾦

資 本 剰 余 ⾦ 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 ⾦

株 式

保 証 ⾦ ・ 敷 ⾦ 別 途 積 ⽴ ⾦

⻑ 期 前 払 費 ⽤

積 ⽴ 保 険 料

利 益 剰 余 ⾦

そ の 他 利 益 剰 余 ⾦

開 発 研 究 積 ⽴ ⾦

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

株 主 資 本 合 計

純 資 産 合 計

繰 延 税 ⾦ 資 産 繰 越 利 益 剰 余 ⾦

そ の 他 投 資 その他利益剰余⾦合計

利 益 剰 余 ⾦ 合 計投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計



注記表

【重要な会計⽅針に係る事項に関する注記】
1.資産の評価基準および評価⽅法
（1）評価基準および評価⽅法  
        仕掛品（「仕掛製作費⽤」）については、個別法による原価法による。
        仕掛製作費⽤は、作業実績⼯数により算出しております。
2.固定資産の減価償却の⽅法
（1）有形固定資産  定率法または定額法によっております。  
（2）無形固定資産  定額法によっております。 
（3）固定資産減損会計  固定資産減損会計を導⼊しております。 なお、今期該当額はありません。
3.引当⾦の計上基準
（1）賞与引当⾦
　     従業員に対する賞与の⽀出に備えるため、従業員に対する⽀給⾒込額のうち当年度に帰属する額を
　  　 計上しております。
（2）退職給付引当⾦
      ・従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に基づき所要額を計上しております。
       退職給付債務の算定にあたり、退職給付⾒込額を当年度末までの期間に帰属させる⽅法については
     　給付算定式基準によっております。
  　   また、数理計算上の差異は、10年の定額法により各発⽣年度の翌年度から損益処理します。
  　   なお、執⾏役員については、執⾏役員の報酬等に関する内規等に基づき期末要⽀給額を計上して
　　　 おります。
     ・役員に対する退職慰労⾦の⽀出に備えるため、役員の退任慰労⾦⽀給に関する内規に基づき期末
      要⽀給額を計上しております。
4.収益および費⽤の計上基準
  受注製作のソフトウェア取引の収益・費⽤は検収完了基準によって計上しております。
5.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）消費税の会計処理⽅法
      　税抜⽅式によっております。
（2）ソフトウェアの請負制作にかかる期末仕掛案件の会計処理
        ソフトウェアの請負制作にかかる仕掛案件については、製作に要した原価は費⽤として計上せず資産として
        「仕掛製作費⽤」に計上しております。

【会計上の⾒積もり変更に関する注記】
 退職給付債務の⾒積もり⽅法については、算定精度を⾼め費⽤の期間損益計算の適正化のため、当年度
 より簡便法から原則法に変更しております。 

当期純損失　
　70,854千円




